
 

１　基本目標・施策分野の名称

一般財源 274,126 357,967 263,583

総事業費（計）

国庫支出金 35,665 20,575 12,075

決　算　額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度

9,562

318,014 385,678 279,146 0 0

３　予算・決算の状況 　（単位：千円）

地方債及びその他の特定財源 8,061 3,475 3,326

都支出金 162 3,661 162

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和6年度

町民の住みよさ指数
40.0％
（　　　　　）

85.2% 90.1% 92.2%

36.5％
（令和元年度） ― ― ―

80％台
（　　　　　）

経常収支比率
90.2%

（平成30年度）

町税収納率
97.6%

（令和元年度）

―

指標名 現状値
実　績 令和7年度 目標値

（実績値）令和3年度 令和4年度 令和5年度

２　施策数値指標

予　算　額

97.8% 97.9% 97.6%
98.1%
（　　　　　）

説明・コメント

町民の住みよさ
指数、町政全体
の満足度につい
ては、次回アン
ケート令和6年度

町民の住みよさ
指数、町政全体
の満足度につい
ては、次回アン
ケート令和6年度

町民の住みよさ
指数、町政全体
の満足度につい
ては、次回アン
ケート令和6年度

町政全体の満足度
32.0%

（令和元年度） ― ―
35.0%
（　　　　　）

基本目標 7 　総合計画の実現に向けて

施策分野 3 　効果的・効率的な行財政運営

施　策　分　野　評　価　シ　ー　ト

10年後のめざす姿 　効果的・効率的な行財政運営が行われ、持続可能なまちづくりが行われています。

161

令和5年度 令和6年度 令和7年度

一般財源 255,313 310,050 243,192

　（単位：千円）

施策の評価（分析）
組織における内部管理は行政運営の基盤である。　効果的・効率的な行財政運営を行うためにも、引き続き、目的及び認識
を再確認するとともに、柔軟な行政サービスに対応されたい。
デジタル化・ＤＸ事業に関しては、住民サービスの向上や行政事務の効率化等に向けて、デジタル技術を活用した課題解決
に期待している。

地方債及びその他の特定財源 3,336 19,088 3,590

総事業費（計） 282,720 353,746 259,919 0 0

国庫支出金 23,909 15,046 12,976

都支出金 162

 



37

事務事業の概要
自治体の財政運営の状況を判断する基準となる、決算統計及び健全化判断比率を算出、作
成する。また、財政運営や政策形成を行う上での基礎資料となる、財務４表（バランスシー
ト、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を作成し、開示する。

4 財政状況等作成と公表 財政課

25 0

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

令和6年度
当初予算額

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

№ 事務事業名 担当
令和5年度

3 予算編成及び執行管理 財政課

2 行政改革の推進 企画政策課

ー

施策 ー 基本構想・重視すべき視点 ー

４　重点施策　　　　　　　　　　　　　　　　　 担当課

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

令和７年度 ー ー

ー ー

令和４年度 ー

1 行政評価事業 企画政策課

ー

令和５年度 ー ー

令和６年度 ー ー

令和３年度

№

9,958

事務事業の概要
当初及び補正予算を議会へ上程するために、各課の予算見積書・要求書の精査及び査定を
行い、歳入歳出予算総額を取りまとめた後、理事者査定を経て、適切な予算額を算出する。
予算執行にあたっては、支出科目及び内容の検査、請求金額等の確認を行い、支出命令を
決裁し、会計管理者へ支出を依頼している。また、執行の総括として決算付属資料である事
務報告書を作成し、議会へ上程、公表する。

485

事務事業の概要
事業概要（内容・目的、経緯、課題）の整理、予算の査定や決算の確認、事業の適正性の検
証などを行い、企画（実施計画）、財政（予算）、人事（組織）の3つを統合した事務事業シート
を作成する。また、長期総合計画の施策分野別に評価を行う。

405 263

５　個別事務事業概要 （単位：千円）

事務事業の概要
「第５次瑞穂町長期総合計画」と整合させ、行政改革による行政運営のあり方を踏まえ、新
たな課題に積極的に取り組む。行政評価委員会の分科会である行政改革推進分科会と、行
政改革推進本部の運営を行う。

当初予算額 決算額

0 0

当初予算額 決算額

6,727 6,687

事務事業の概要

当初予算額 決算額

12,759 12,105 6,496

№ 事務事業名 担当

町におけるDXの認識共有・機運醸成、全体方針の決定を行うとともに、国が示す自治体業
務システムの標準化・共通化及びガバメントクラウド上での稼働への対応や、マイナンバー
カードの普及促進及びマイナポータルを介したオンライン申請受付体制の構築を行う。

5 デジタル化の推進

令和5年度 令和6年度
当初予算額

デジタル推進課

金額については、７－３行政評価事業シートに含まれる



入札過程の公平性・透明性の確保及び厳正かつ公正な入札執行を行う。

12 入札関係事務 財政課

70 64

4,783

事務事業の概要
主管課が作成した条例、規則その他の例規案を審査し、法律や政令、都条例等との競合や
重複の有無、不適切な表現がないか確認し、問題がある場合は再検討を促す。また、主管課
の業務における法的な疑義、不服審査、訴訟の対応について相談を受け、調査の上でアド
バイスを行う。これらの業務を通じ、地方分権改革以後、強く求められる自治体としての法
務管理能力の向上を目指す。この事業を遂行するため、法制執務支援業務を委託し、第三
者的な助言を受けられる体制を整える。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

4,086

当初予算額 決算額

11 法務管理 総務課

4,103

70

事務事業の概要

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

10,615

事務事業の概要
日々の業務のうち、かなりの部分を文書が中心となって進んでいるが、町政を運営していく
上で、文書事務の役割は大変重要である。その文書事務を、正確かつ迅速に管理する。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

10
文書管理事務（ファイリン
グ、収発文書）

総務課

9,300 10,166

当初予算額 決算額

事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

7 電算機器等の保守管理 デジタル推進課

9 職員研修 総務課

5,614

事務事業の概要
地方分権や新たな行政課題に的確かつ柔軟に対応できる組織運営を行うことにより、住民
福祉とサービスの向上を図ることを目的とする。人事考課制度の定着と、能力および実績主
義の人事制度の確立を図り人的資源を最大限に活用するとともに、職員の任用や勤務形態
の多様化に取り組むなど、適正な人事管理につとめ、能率的かつ適正な行政運営を確保す
る。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

4,195

事務事業の概要
地方分権、情報化社会の進展等、行政が抱える課題も複雑かつ多様化しており、これらの
課題に対し、柔軟かつ的確に対応できるよう、研修制度及び体制を充実する。職員研修によ
り、職務遂行能力・政策形成能力・問題解決能力を持った職員を養成する。

8 機能的な組織・人事管理 総務課

当初予算額 決算額

4,195 3,328

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

№ 事務事業名

6 電算共同運営 デジタル推進課

担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

81,145

事務事業の概要
平成２０年１２月２２日に西多摩郡町村副町村長会での決定事項の具現化を図るため、「西
多摩郡町村電算共同運営協議会」は西多摩地域４町村（瑞穂町、日の出町、檜原村、奥多
摩町）の電算共同運営化（運営費削減と電算運営の効率化）を目的とし発足した。電算専門
のコンサルタント業者に業務委託を行い、円滑に事業を進めるものである。

100,274

事務事業の概要
現在の行政事務は、その大部分を電算システムに依存しており、電算機器の障害は窓口業
務を停滞させ、住民サービスに甚大な影響を与えるものである。これを防ぐため日常点検に
加え定期的な保守点検を実施する。

№

1,210 1,210

当初予算額 決算額

62,382 55,880

当初予算額 決算額

5,992 5,403



17
公金の収入・支出事務及
び記録・管理

会計課

2,828 2,353 7,180

事務事業の概要
　地方自治法に基づき、調定額通知書の処理や支出命令書等の審査及び公金等の出納、保
管事務を行っている。現金の出納事務については、指定金融機関及び収納代理金融機関が
執行している。これらの金融機関に対して年１回、出納事務や公金の管理状況について検査
を実施している。・国内外の経済情勢により変化する金利の動向を常に注視し、公金の確実
かつ有利な保管及び運用を心掛けている。・町公金の出納について、月に一度例月出納検
査が実施され、会計管理者は検査を受検している。・会計課では指定金融機関と日々の現
金残高と財務会計システムによる日次残高の照合を行い、適切な出納事務の執行に努め、
年間出納事務の結果として出納閉鎖後、各会計の予算書をまとめ瑞穂町決算書を作成して
いる。

当初予算額 決算額

26,229

事務事業の概要
租税は公平に課するだけでなく、公平に徴収しなければならない。税の確保が図られてこ
そ、充実した住民サービスを提供することができ、また住民の税への信頼に応えることがで
きる。徴収面から租税の負担の公平を確保するため、強制手段（差押、捜索等）を含めた滞
納整理を行うものである。

16
町税・国保税・介護保険
料等の徴収に関する事務

税務課

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

窓口業務 住民課

97,547 95,083

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

29335

事務事業の概要
固定資産税は、賦課期日（毎年１月１日）に、瑞穂町内における固定資産（土地、家屋及び償
却資産）の所有者に対し、総務大臣の定めた評価基準に基づき評価をし、その評価をもとに
課税標準を算定し賦課をする。また、都市計画税は、都市計画事業又は土地区画整理事業
に要する費用にあてるため、都市計画法による都市計画区域のうち、原則として市街化区域
に所在する土地及び家屋を所有する者に対して賦課をする。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

15
固定資産税・都市計画税
の賦課事務

税務課

28,492

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

14 個人町民税の賦課事務 税務課

102,096

事務事業の概要
市町村を構成する住民からの住所及び戸籍の異動等に係る届出等に基づいて、住民記録
を整備し、住民の住所等を住民基本台帳等に記録することにより、各種の行政事務処理の
基礎とし、常時、人口、世帯数及び人口動態の状況等を把握し、住民票の写し等の交付や個
人番号カードの交付等住民サービスの向上を目指す。　窓口業務は、平日開庁時間内に来
られない方への来庁者サービス向上のため、毎週木曜日に窓口時間を午後8時まで延長、
他にも電話予約及び郵送による請求等も受付けている。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

27,215

事務事業の概要
前年中の所得に対して、「毎年１月１日現在」瑞穂町に住所を有する人を納税義務者として賦
課している。賦課までの一連の作業は、課税システムを導入し行っているが、西多摩郡の４
町村で共同運営によるシステムの統一を行い、経費削減している。

当初予算額 決算額

24,191 24,537

13

合　計　額 416,731279,146 259,919

27,552

当初予算額 決算額

24,179 19,828

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額当初予算額 決算額

18 新たな財源の確保 財政課

7,500 3,479 7,500

事務事業の概要
　税収入以外の財源を確保することで、各事業を安定して実施することが可能となる。国や
都の補助金及び地方債の活用が主なものであるが、ふるさと納税を推進よることによる町の
認知度向上など、財源の確保に付随した相乗効果についても検討していく。


